予算要求資料
平成２９年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名　研究開発管理事務補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　商工労働部　産業技術課　産学連携係　　電話番号：058-272-8366
　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　3,712千円（前年度予算額：　3,055千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,055
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,055

	要求額
	3,712
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,712

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
経済産業省　戦略的基盤技術高度化・連携支援事業　戦略的基盤技術高度化支援事業（通称：サポイン）は、中小企業が大学・公設試等の研究機関等とコンソーシアムを作り、製品化につながる可能性の高い研究開発、試作品開発等を行うことに対する補助事業である。国から中小企業等へ多額の補助金が支払われる重要な事業であり、県としても最大限活用してもらえるよう企業に積極的に紹介し、公設試が相談に乗るなど、県の研究行政上も重要視している。

また、県の関連機関である（公財）岐阜県産業経済振興センター、国立大学法人岐阜大学がコンソーシアムの「事業管理機関」となり、申請、報告の取りまとめや会議の開催等、事務的な管理運営を行っている。

平成２６年度にサポイン事業の制度変更（委託事業から補助事業へ）が行われたことにより、事業管理機関がサポインの管理運営を行っていくうえで必要な経費であっても、補助金の趣旨にはそぐわないため補助金を受けることができない経費が発生することになった。

このため、県として、事業管理機関としてサポインの管理を行っていくうえで不足する経費を補助するものである。

（２）事業内容
①産業経済振興センター補助金
３，７１２千円
（３）県負担・補助率の考え方

県１０／１０
（４）類似事業の有無

「公益財団法人岐阜県産業経済振興センター補助金」に定める各事業
「公益財団法人岐阜県研究開発財団補助金」に定める事業

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額

（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
	3,712
	人件費2,568千円、活動費532千円、支払利息592千円、

賃借料・通信運搬費20千円

	合計
	3,712
	


	　決定額の考え方　




（１）国・他県の状況

　　　富山県、石川県、愛知県、三重県、名古屋市　　該当なし

（２）後年度の財政負担

　　　毎年度、必要経費を算定し補助

（３）事業主体及びその妥当性

（公財）岐阜県産業経済振興センターは県の関係機関であり、サポイン事業において事業管理機関を務めており、妥当である。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	研究開発管理事務補助事業

	補助事業者（団体）
	公益財団法人岐阜県産業経済振興センター

	補助事業の概要
	　県内中小企業が戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）に取り組むため、公益財団法人岐阜県産業経済振興センターが実施する提案書の作成支援から事業管理、フォローアップに至る県内企業への支援に対し、戦略的基盤技術高度化支援事業で国費の補助対象とならない経費に対し補助する

	補助率等
	定額・定率・その他

（　１０分の１０以内　　　　　　　　　　　　　）

	補助効果
	　県内企業のサポイン事業の採択率の向上と円滑な事業管理の実現

	終期の設定
	終期２８年度


（事業目標）
	革新的技術の研究開発に取り組む県内企業を支援し、毎年度２件以上のサポイン事業の新規採択を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H26年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	戦略的基盤技術高度化支援事業管理件数（新規採択件数）
	0
	4
	7


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	(予算額)

1,778千円
	(予算額)

3,055千円
	(要求額)

3,712千円

	指標①目標
	-
	-
	2
	4
	7

	指標①実績
	-
	-
	3
	7
	(推計値)

10

	指標①達成率
	- ％
	- ％
	150 ％
	175％
	(推計値)
143％


（前年度の成果）

	　平成２８年度は県内企業６社のサポイン事業への提案を支援し、うち４件が新規採択され、現在事業管理中である。
　全国平均の採択率が４０％であったのに対し、当該事業における採択率は６７％と全国でも高い水準を実現している。

　なお、事業継続中の平成２６年度に採択された３件と平成２７年度に採択された３件の事業についても事業管理している。


（今後の課題）

	　国事業を実施する中小企業者等が製品化・実用化が達成できるように、中小企業者を含む研究共同体が実施する研究開発の進捗管理を行っていく必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	　県内の売上トップが製造業である「モノづくり県」としての特色を伸ばし、今後の本県の経済を発展させるため、多くの中小企業者が研究開発に係る国の支援制度を活用し、製品化・事業化を促進するための支援が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	　全国平均の採択率が４０％であったのに対し、当該事業における採択率は６７％と全国でも高い水準を実現している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　毎年度事業管理体制の見直しを行い、事業管理の効率化を進めている。


（事業の見直し検討）

	　毎年度、事業管理の体制を見直し、事業管理者の事業管理件数の効率化等を進める。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）
　県内企業のイノベーションを加速するためには、公益財団法人岐阜県産業経済産業センターによるサポイン事業への支援の継続が必要となる。


